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 遠賀川河口域及び支川西川では、バブル期にプレジャーボートの所有者が増加したことなど

から、ピーク時には８００隻を超える不法係留船があり、周辺地域への環境問題及び治水上の

問題が深刻となっている。この不法行為を是正するため、現在実施している不法係留船対策等

について発表する。 
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１ 遠賀川河口域における不法係留船の現状 

 遠賀川河口域及び支川西川では、西川が福岡県管理で

あった昭和４０年以前より、その立地条件の良さから船

舶が係留されるようになり、平成初頭のバブル期にプレ

ジャーボートの所有が増加すると、河川区域内において、

河川管理者の許可を得ずに多数の船舶【ピーク時（Ｈ13
年）：８４３隻、H23.9月現在：５８３隻】が係留又は

放置され、係留に伴う不法工作物も設置されるようにな

った。（表－１） 

河川に不法係留された船舶は、大雨や高潮等の際に河川 
の安全な流下を阻害する障害物となり、また係留に伴う

係留柱等の不法工作物の設置など、河川管理上大きな問

題となっている。また、船舶の老朽化による沈船が原因

となる水質事故や廃船の放置（廃棄）などが見受けられ

るようになっている。さらに、周辺地域に対する環境問

題（騒音・ゴミ・違法駐車等）の被害も長年発生してお

り、不法係留船の早急な是正が求められている。 
（写真－１） 
 

 

 

 

写真－１ 不法係留船の現状 

表－１ 不法係留船の推移 



２ 新たな対策に向けた環境づくり（経緯） 

 
(１)過去の対策 

 長年このような状況であったため、遠賀川河川事務所

では、過去、沈船や放置船の代執行などを実施してきた。

また、河川区域内に保管施設を整備することを前提とし

た不法係留船対策を実施しようとしたが、地元自治体等

の同意が得られず、効果的な対策は実施出来なかった。 
 
(２)新たな対策に向けた下地（規制と保管） 

 そのような中、次のように不法係留船対策を行うため

の環境整備が為されていった。 

a) 河川局長通達「計画的な不法係留船対策の促進につ

いて」 

全国的な不法係留船問題を受け、平成１０年に河川局

長通達が発出され、「河川水面の利用調整に関する協議

会の設置」「不法係留船対策に係る計画の策定」「重点

的撤去区域の設定」など、不法係留船対策を実施する手

順が示された。 

b) 所有者特定 

平成１４年に「小型船舶の登録等に関する法律」が施

行され、行政指導等に必要となる所有者情報について、

日本小型船舶検査機構への照会が可能となった。 

c) 新たな保管施設計画 

遠賀川河口から近い場所に、北九州市による保管施設、

脇田フィッシャリーナが新に整備（平成２４年開業）さ

れることとなった。（図－１） 

 このように不法係留船対策に必要となる規制（a,b）

と保管（c）という条件が整った事により、平成２０年

度から改めて遠賀川河口域における不法係留船対策を実

施していくこととなった。 

 

(３)新たな対策に向けた環境づくり 

 まず、平成２０年度１年間をかけ、不法係留船対策の 

 

 
 

必要性を、地域住民（区長）・地元漁協・地元自治体・

河川利用者などへ、何度も個別に説明を行った。 

 その結果、地域住民・地元漁協・地元自治体・河川利

用者などからなる「西川利用対策会議」を開催するに至

った。この「西川利用対策会議」は平成２１年度から平

成２２年度にかけ、計５回実施し、遠賀川河口域におけ

る不法係留船の現状把握と認識の共有、地域の意見の聴

取、先進事例の検証、及びそれらを元にした「重点的撤

去区域（素案）」を提示すると共に、河川局長通達に則

った「遠賀川河口域利用対策協議会」設立への同意を得

ることができた。 

 

(４)遠賀川河口域利用対策協議会 

 「遠賀川河口域利用対策協議会（以下、協議会）」は、

学識経験者、地方公共団体、警察、河川管理者等を委員

とし、その他関係する機関にはオブザーバーとして参加

を要請している。協議会では、遠賀川河口域、西川、及

びそれらに合流する福岡県管理河川（江川・戸切川・吉

原川）における、適正な河川利用を推進するための方策

について、検討・提言することを目的としており、主に、 

 ①不法係留船対策の計画策定について意見を述べる 

 ②不法係留船を受け入れる施設を設置する者を占用主

体として認否する 

といった役割を担っている。 

 

(５)遠賀川下流部利用者会議 

 協議会設立に併せ、「西川利用対策会議」を名称変更 

し存続することとなったのが、「遠賀川下流部利用者会 

議（以下、利用者会議）」である。 

利用者会議は、地元自治体、地元漁協、地元区長、不 

法係留者の代表、河川管理者などで構成し、「西川利用

対策会議」の考え方を継承しつつ、遠賀川下流部全体の

課題を議論することを目的とし、「地域の意見」を不法

係留船対策に係る計画に反映させる役割を担っている。 

 

(６) 協議会と利用者会議との関係 

 河川管理者は、利用者会議において不法係留船対策に 

係る計画（案）等に地域の意見を反映させ、さらにその 

計画（案）等を協議会に諮り、協議会の意見に基づき、 

計画策定等を行う流れとなっている。（図－２） 

 

 

 図－１ 脇田フィッシャリーナ位置図 図－２ 協議会と利用者会議の関係 



 これまでに協議会では、平成２２年９月の第１回と平 

成２３年１月の第２回を経て、「遠賀川河口域における 

不法係留船対策に係る計画」の策定と「第１期重点的撤 

去区域」の設定に至り、平成２４年２月の第３回を経て、 

「第２期重点的撤去区域」の設定に至っている。 

 利用者会議は、毎回協議会の２ヶ月程前に開催し、

「地域の意見」を速やかに協議会に諮れる体制をとって

いる。 

 

 

３ 不法係留船対策の実施 

 
(１)重点的撤去区域 
 策定した計画により重点的撤去区域（図－３）が設定

され、平成２３年度設定の第１期重点的撤去区域を皮切

りに、段階的に対策を講じていく予定となっている。 
 重点的撤去区域に設定された河川区域では、周辺環境

の維持と治水上の安全を確保するため、船舶の係留規制

（強制撤去）が徹底されることとなる。 
 
(２)平成２３年度【第１期重点的撤去区域】の実施対策 

 平成２３年度は、平成２３年２月２８日に公示した、

第１期重点的撤去区域（遠賀川砂浜及び西川高水敷 図

－３赤色部分）における不法係留（放置）船を対象とし

て以下の内容で対策を実施した。 
①不法係留船対策等の周知（マスコミ報道、看板・ポ

スターの設置、ＨＰ・広報誌等への掲載、警告チ

ラシ・ダイレクトメールの送付等） 
②現状把握（現地調査、所有者探査、船価鑑定等） 
③行政指導（不法行為者への撤去等の指導） 
④塵芥処理（所有者不明かつ価値の無い船舶） 
⑤車止めの設置（西川高水敷への進入防止） 

以上の対策を行った結果、平成２３年度末までに、第１ 

 

期重点的撤去区域から全ての船舶が移動・撤去された。 

遠賀川河口域全体でも、平成２２年度と比較し１３０隻

を超える不法係留船の減少が確認された。 

 さらに、平成２４年度以降の代執行に備え、代執行時

の船舶の仮保管場所を西川沿いに確保し整備を行った。 

 
(３)平成２４年度【第２期重点的撤去区域】の実施対策 

 平成２４年度においても、平成２４年３月１２日に公

示した第２期重点的撤去区域（西川島津橋より上流域、

福岡県管理河川（戸切川・吉原川） 図－３桃色部分）

について、水面係留船を対象に対策を進めている。 
 基本的な対策の内容は、平成２３年度に行った第１期

重点的撤去区域と同様であるが、それ以外にも以下のよ

うな手続を進めている。 
 ①占用許可手続（協議会において認知された民間の船

舶保管施設における河川区域内の斜路、船舶上下

架施設の占用許可手続） 
 ②代執行手続（行政指導に従わない者の所有する船舶

の行政代執行、所有者不明かつ価値のある船舶の

簡易代執行） 
①の占用許可を行うことにより、近隣に新たな保管施設 
を確保できることなる。また、自主撤去を促すため、行 
政指導等の徹底を図るが、行政指導に従わない者に対し 
ては、②の代執行の手続を進めていく事となる。 
 これらの対策を進めている最中であるが、平成２３年

９月の調査時点で確認されていた４０隻の不法係留船が、 

平成２４年８月末時点では、２６隻となっている。その

中には、新たな保管施設への係留申込を予定している船

舶や、既に保管施設を確保している船舶などもある一方、

行政指導に対し何の反応も見せない不法係留者の船舶や、

所有者を特定することが出来ない船舶などもあり、これ

らの船舶が代執行の対象として、手続を進めていくこと

となる。 

 

 

  図－３ 重点的撤去区域模式図



４ 今後の課題 

 

 この様に、平成２４年度に初めて水面係留船の対策を

行うなど、遠賀川河口域における不法係留船対策は始ま

ったばかりである。今後第３期、第４期と不法係留船の

数は大きく増えるうえ、次のような課題もある。 

 

(１)再係留防止 

 対策を進め、不法係留船が移動・撤去されても、同じ

箇所に別の船が再係留すると対策の意味がなくなる。    
そこで、全国の先進事例を参考にするなど、再係留防

止を図る必要がある。 
a) 物理的な対策 

 物理的に再係留させない方法として、以下のような手 
法を検討している。 
 ①係留柱等の撤去（移動・撤去後残った係留柱等の係

留施設を撤去する） 
 ②河道内におけるバリアの設置（船が河岸に近づけな

いよう、捨石などを設置する） 
 ③橋梁等へのバリアの設置（橋梁付近などにフェンス

を横断的に設置し、対策が完了した区域へ船が遡

上できないようにする。 
 これらの手法は、大きな効果があると思われるが、 

②・③については、河道内に本来不要な物を設置するこ 

とにもなり、河川管理上支障が無いかも含め慎重に検討 

しなければならない。（写真－２） 

b) ソフト的な対策 

 ソフト的な対策としては、先進事例として実施され 
ている、関係機関や地域住民と連携したパトロールがあ 
る。 
 不法係留者の多くが、不法行為であることを認識して 
おり、船舶を使用する際にも人目を気にする傾向がある。 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

そこで、通常河川管理者として実施している巡視とは別 
に、警察や地元自治体などの関係機関や地域住民と合同 
でパトロールを行い、船舶利用者（＝不法係留者）に船 
舶の移動等を呼びかけるものである。 
 この方法も地域住民が参加することにより、不法係留 
者に対し、常に監視の目があることを意識させることが 
出来るが、実施には地域住民の理解と協力が必要であり、 
そのための事前調整が必要である。 
 
(２)船舶の受入先の確保 

 遠賀川河口周辺には、正規の船舶保管施設が複数有り、 
新たに整備される保管施設を含め、収容余力だけであれ 
ば、不法係留船を全て受け入れることは可能である。 
（図－４） 
しかし、船舶所有者の中には、保管費用や保管施設まで 
の距離などを理由に、これらの施設を敬遠する者も少な 
くない。特に全長が９ｍを超える大型船が収容可能な施 
設となると、遠賀川河口からかなり離れた場所にしかな 
いため、より近い場所での受入先の確保が急務となる。 
 そのため、３（３）の民間保管施設の占用許可手続き

を進めると共に、港湾管理者等と協議を行い、近隣の港

湾施設などに、大型船を中心としたプレジャーボートの

受入を進める必要がある。 
 
 

５ 最後に 

 

 この様に、まだ問題や課題も多く、船舶所有者からの 

反発も少なくないが、粘り強く対策を進めて行き、不法 

係留船による様々な問題が解消できるよう努めていきた 

い。 

 

 
写真－２ 物理的な再係留防止策 

河道におけるバリヤ（捨石型） 

橋梁におけるバリヤ 

（オイルフェンス型） 

図－４ 遠賀川河口周辺の保管施設 


